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  （単位：千円） 
文 化 市 民 局 予 算 要 求 の 内 容 

事 業 名 事 業 概 要 成 果 目 標 要 求 額 
検討が必要な事項 

文化的景観調査事業

＜文化市民局＞

景観法の制定及び文化財保護法の改正により，「地

域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土

により形成された景観地で我が国民の生活又は生業

の理解のため欠くことのできないもの（文化的景観）」

を文化財として保護していくこととなった。 
しかしながら，先行する調査が全く無いため，その

全容は把握できていない。このような状況を踏まえ，

京都市内の文化的景観について把握するための調査

を行い，そのデータベースを作成する（「重要文化的

景観」選定に備える。）とともに，景観部局とも連携

して景観計画にも生かしていく。 

京都市内にある文化的景観に

係るデータベースの作成及びそ

の結果の景観計画への活用 

5,000

□公民等役割分担の検討 
■既存施策との整合性検討 
□事業内容・実施手法の精査 
□後年度財政負担の精査 
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（単位：千円） 
文 化 市 民 局 予 算 要 求 の 内 容 

事 業 名 事 業 概 要 成 果 目 標 要 求 額 
検討が必要な事項 

文化財建造物総合調

査 

＜文化市民局＞

景観に関する総合的な法律である景観法が制定さ

れ，「京都創生」の実現のため，本市では，この景観

法を活用し，更に歴史都市・京都の景観の保全，再生

に積極的に取り組んでいこうとしているところであ

り，その一つとして，景観計画区域内の良好な景観の

形成に重要な建造物を景観重要建造物として指定す

ることで保全し，それを活用した都市景観の形成を検

討している。 
景観法に基づく施策が実施されるのを機に，町家に

特化して調査（詳細調査）し，その結果に基づき，文

化財的価値の高いものについては，市指定・登録を進

めるとともに，景観重要建造物の指定にも活用してい

く。 

町家の文化財的価値の調査

（詳細調査）を行い，その結果

に基づき，文化財的価値の高い

ものについては，市指定・登録

を進めるとともに，景観重要建

造物の指定にも活用 

11,000

□公民等役割分担の検討 
■既存施策との整合性検討 
□事業内容・実施手法の精査 
□後年度財政負担の精査 

戸籍事務電算化 

＜文化市民局＞

現在，手作業で行っている戸籍事務を電算化し，戸

籍届出から戸籍記載等までの一連の事務処理を効率

的かつ正確に行うとともに，各区役所，支所をオンラ

インで結び，データを共有することにより，市内のど

の区役所支所でも戸籍証明書の発行を行う。 

戸籍証明の広域交付による市

民サービスの向上及び事務の簡

素化を図る。また，戸籍届出等

の電子申請の基盤整備を行う。 

34,860

□公民等役割分担の検討 
□既存施策との整合性検討 
■事業内容・実施手法の精査 
■後年度財政負担の精査 
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（単位：千円） 
文 化 市 民 局 予 算 要 求 の 内 容 

事 業 名 事 業 概 要 成 果 目 標 要 求 額 
検討が必要な事項 

区庁舎における機械

警備の導入 

 

 

＜文化市民局＞

安心安全で個性ある地域まちづくりを推進する拠

点となる区役所は，戸籍や課税情報をはじめとする

様々な個人情報や公金を保管しており，市民の個人情

報保護に万全の防護策を講じるため，庁舎への機械警

備を導入する。 

個人情報保護策の強化を図

る。 

12,027
□公民等役割分担の検討 
■既存施策との整合性検討 
□事業内容・実施手法の精査 
□後年度財政負担の精査 

消費生活教育支援事

業（中学生対象） 

 

 

 

 

＜文化市民局＞

消費生活相談件数が増加の一途をたどる中，十代の

若者からの相談も増加を続けている。高度情報化社会

における携帯電話やパソコンの普及により消費者被

害の一層の低年齢化が懸念されるなか，社会に出る前

の中学生を対象に，契約に関する基礎知識を身に着け

るための学習機会を提供する。 

中学生やその家庭に対して消

費生活に関する情報提供を行

い，消費者被害に遭わないため

の知識づくりを行い，日常生活

における身近な安心・安全を確

保する。 

1,500

□公民等役割分担の検討 
■既存施策との整合性検討 
□事業内容・実施手法の精査 
□後年度財政負担の精査 

コールセンター事業

の実施に伴う環境整

備事業 

 

 

 

 

＜文化市民局＞

 各区・支所における相談窓口として，まちづくり推

進課の相談員が対応しており，これまで５年ごとに

「相談の手引き」を作成してきたが，１８年１月から

コールセンターが稼動するに当たり，整備されるイン

トラネット上の各種行政情報を活用することにより，

手引きの更新を廃止することとし，各相談員にイント

ラパソコンを配備する。 

窓口相談への最新情報での対

応による市民サービスの向上 

2,292

□公民等役割分担の検討 
■既存施策との整合性検討 
■事業内容・実施手法の精査 
□後年度財政負担の精査 




